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平成24年4月1日から障害自立支援法及び児童福祉法が改工

定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者(以下｢計画不t

という｡)として事業者指定を受けたい場合は､市へ指定申請書

必要があります｡(障害者自立支援法 第51条の20､児童福祉法第24条の

注意)複数の市町村の利用者に対し､計画相談支援を行う場合でも､王

事業所の所在する市町村のみとなります｡

事業所種別 事 業 内 容

指定特定相談支援事業者

○基本相談支援

障がい者(児)からの相談に応じ必要な便宜:

○計画相談支援(個別給付)

障がい者(児)が障がい福祉サービスを利用て

等利用計画を作成し､一定期間ごとにモニタリ:

行います｡

指定障害児相談支援事業

○障害児相談支援(個別給付)

障がい児が障がい児適所支援(児童発達支援･

スなど)を利用する前に､障害児支援利用計画を

とにモニタリンクを行う等の支援を行います｡

但し下記の場合は指定が受けられません｡(障害者自立支援法 第36条第3

21条の5の15第2項)

･申請者が法人でないとき｡

･当該申請に係るサービス事業所の従業者の知識及び技能並びに人員フ

令で定める基準を満たしていないとき｡

･申請者が､厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備

する基準に従って適正な障害福祉サービス事業の運営をすることが

められるとき｡ 等

【指定基準】



【報酬体系】

1 指定特定相談支援事業者(計画相談支援)

サービス利用支援 1,600単位/月

継続サービス利用支援 1,300単位/月

特別地域加算 +15/100 ※注1

利用者負担上限額管理加算 150単位/月

※注1対象者が旧米倉村､赤谷村､中浦村の場合､特別地域加算が付きます｡

ただし､介護保険のケアプラン作成者と同一の者がサービス等利用言

合､利用者のアセスメントやモニタリング等の業務が一体的に行われ雇

おり報酬上調整されます｡

サービス利用支援

居宅介護支援費(要介護1･2)が併算定 90(

居宅介護支援費(要介護3～5)が併算定 60(

介護予防支援費が併算定 1,48壬

継続サービス利用支援

居宅介護支援費(要介護1･2)が併算定 60(

居宅介護支援費(要介護3～5)が併算定 30(

介護予防支援費が併算定 1,18壬

2 障害児相談支援事業者

障害児支援利用援助 1,600単位/月

継続障害児支援利用援助 1,300単位/月

特別地域加算 +15/100 ※注1

利用者負担上限額管理加算 150単位/月

※注1対象者がl日米倉村､赤谷村､中浦村の場合､特別地域加算が付きます｡



【申請に必要な書類一覧(説明)】

｢特定相談支援事業｣のみを申請する場合は､｢指定障害児相談支援事

消して申請してください｡

原則として､｢障害児相談支援事業｣のみの申請はできません｡併せて

業｣も申請してください｡同時に申請する場合の書類は1セットで橋いミ

ひとつの法人で､複数の事業所を申請する場合は､事業所ごとに申請か

に申請する場合は､共通の添付書類にあっては1部でも可とします｡

･申請書類はA4サイズに統一してください｡A4より大きい書類はA3

A4(A3の半分の大きさ)に折り込んでください｡

･登記簿謄本など特殊な書類は､A4サイズでなくても差し支えあり∃

提出書類名 様式名等 記載時の留j

指定申請に係る提出書類

の一覧表

･申請者の自己点検用一覧｡

出してください｡

指定申請書 様式第1号

･｢申請者(設置者)｣
法人の所在地､名称等を盲

印の箇所は法人の代表者巨

い｡

･｢指定を受けようとすj

実際に事業を実施する施吾

入してください｡

指定特定相談支援事業所

及び指定障害児相談支援

事業所の指定に係る記載

事項

･｢事業所｣の欄

様式第1号の｢指定を受らづ

類｣欄の名称､所在地等を

･｢医療機関や行政との遥

医療機関との連携体制や窄

る書類等(名簿等)を添木

です｡(任意様式)

･｢計画的な研修又は当言



場合(事業開始まで(

定款変更(案)及び萱

明書(写しでも可)石

更が完了後に速やかi

登記事項証明書を提と

場合は指定申請を取】

の提出を求める場合フ

※2 登記事項証明書は､

内に発行されたもの｡

事業所の平面図 参考様式1

･当該事業に使用される設備

を太囲み又は網掛けをし､

のレイアウトを記載してく

備品等一覧表 参考様式2

･運営基準上､必要とされそ

に記入してください｡(上

分のみで結構です｡)

例)応接テーブル1台､事老

室ごとに記入してくださし

事業所の内外の写真

･事業所の外観及び内部(〕

れている設備)の様子が:

に貼付又は印刷し､撮影1

て提出してください｡

案内図又は位置図 任意様式

･事業所の位置が分かるよう

ンフレット等に案内図が高

は､それを添付して代替膏

経歴書 参考様式3

･管理者､相談支援専門員こ

てください｡

･資格については､資格取孝

を添付してください｡

･相談支援専門員について古､

任者(現任)研修の終了1



講ずる措置の概要
･適宜項目を追加して具体的Ⅰ

主たる対象者を特定する

理由等
参考様式7

･主たる対象者を特定する場

い場合には提出不要です｡

※ 特定する場合は､上京

より､主たる対象として

制､その根拠書類を提出

勤務体制･形態一覧表 任意様式

･相談支援事業所の勤務体静

り､兼務をする事業所の-

てください｡

組織体制図 任意様式
･事業者法人全体の組織図を

※ 兼務体制の確認資料と

損害賠償への対応が可能

であることがわかる書類

･保険証書､又は､加入申う

等を提出してください｡

指定特定相談支援事業者

の指定に係る誓約書 参考様式8

･別紙｢役員等名簿｣には､

全員の氏名等を記載｡旦左

記載してください｡

※ 欠格事由に該当しなし

法人と役員等個人につし

するものです｡

指定障害児相談支援事業

者の指定に係る誓約書
参考様式9

同上

役員等名簿 参考様式10

･注を参考に各自記入･押巨

所を管理する者も忘れずi､

す｡

資産(財産)の状況

決算書

賃借対照表

損益計算書

財産目録

など

･当該事業所の資産の状況弓

です｡当該事業所のみの彗

ない場合は､法人全体の当

人の決算書類(写し)で-



※相談支援専門員

相談支援専門員は､厚生労働省告示第549号で定められており､｢不l

研修の受講｣と｢実務経験｣が要件となります｡

｢相談支援従事者研修の受講｣とは

①都道府県の実施する相談支援従事者研修(初任者研修:5日程磨

去に国又は都道府県の実施する障害者ケアマネジメント研修を雲

ある場合は､相談支援従事者研修(1日課程)

②5年に1回以上､現任研修を受ける必要があります｡

｢実務経験｣とは

厚生矧動大臣が定める実務経験のうち

①第1の期間が通算して3年以上である者

②第2､第3､第5及び第6の期間が通算して5年以上である壱

③第4の期間が通算して10年以上である者

④第2から第6までの期間が通算して3年以上かつ第7の期間力

以上である者

※1年の実務経験とは､1年のうち業務に従事した期間が通算して

であること

【定款の表記について】

障害者自立支援法に基づく｢特定相談支援事業｣､児童福祉法に基づく

事業｣を開始する法人では､定款及び登記簿謄本(登記事項全部証明)に

うな当該事業についての記載が必要となります｡

(記載例)

特定相談支援事業を開始する場合

○社会福祉法人の場合:(例)｢特定相談支援事業の経営｣



【運営規程(例)】

この記載例は､現時点で国から提示されている情報に基づいて作成した

内容について､変更の可能性があり得ることにご留意ください｡

○指定計画相談支援事業

運 営 規 程

000事業所運営規程

(事業の目的)

第1条 00法人00が開設する0000(以下｢事業所｣という｡)カこ

支援法(以下｢法｣という｡)に基づく指定計画相談支援事業(以下｢

の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関することを定め､

が､障害福祉サービスを利用する障害者若しくは障害児､地域相談支握

者(以下｢利用者｣という｡)又は利用者の保護者に対し､適正な指走

提供することを目的とする｡

(運営の方針)

第2条 この事業所が実施する事業は､利用者又は利用者の保護者(占

という｡)の意思及び人格を尊重し､常に当該利用者等の立場に立ってノ

2 事業の実施にあっては､利用者が自立した日常生活又は社会生活を

るように配慮して行う｡

3 事業の実施にあっては､利用者の心身の状況､その置かれている環

利用者等の選択に基づき､適切な保健､医療､福祉､就労支援､教育彗

下｢福祉サービス等｣という｡)が多様な事業者から､総合的かつ効召

よう配慮して行う｡

4 事業の実施にあっては､利用者等に提供される福祉サービス等が畢

定の障害福祉サービス事業を行う者に不当に偏ることのないよう､公

5 事業の実施にあっては､市町村､障害福祉サービス事業を行う者等

地域において必要な社会資源の改善及び開発に努める｡



第4条 事業所に勤務する従業者の職種､員数及び職務内容は次のとお

1 管理者 1名(常勤職員)

管理者は､事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うと

の従業者に対し法令等を遵守させるために必要な指揮命令を行う｡

2 相談支援専門員 ○名(常勤職員)

相談支援専門員は､基本相談支援に関する業務およびサービス等弄

関する業務を行う｡

3 事務職員 ○名 (常勤職員 ○名､非常勤職員 ○名)

事務職員は､事業所運営に必要な事務を行う｡

(営業日及び営業時間等)

第5条 事業所の営業日及び営業時間等は､次のとおりとする｡

1 営業日

2 営業時間

3 年間の休日

(主たる対象とする障害の種類)☆主たる対象者の特定内容に応じて記軌

第6条 事業所は､主たる対象者を以下のとおりとする｡

00障害

(指定計画相談支援の提供方法及び内容)

第7条 この事業所が提供する指定計画相談支援の内容は次のとおり

① 指定特定相談支援事業所の管理者は､相談支援専門員に基本権

業務及びサービス等利用計画の作成に関する業務を担当させるも

② 指定計画相談支援の提供に当たっては､利用者等の立場に立っ

うことを旨とし､利用者又はその家族に対し､サービスの提供力

解しやすいように説明を行うとともに､必要に応じ､同じ障害を

支援等適切な手法を通じ行うものとする｡

2 指定計画相談支援における指定サービス利用支援の方針は､第2

本方針及び前項に規定する方針に基づき､次の各号に掲げるとこそ



等利用計画上に位置付けるよう努める｡

④ 相談支援専門員は､サービス等利用計画の作成に当たっては､

サービスの選択に資するよう､当該地域における指定障害福祉ザ

又は指定一般相談支援事業者に関するサービスの内容､利用料等

利用者又はその家族に対して提供するものとする｡

⑤ 相談支援専門員は､サービス等利用計画の作成に当たっては､適

利用者について､その心身の状況､置かれている環境及び日常生亮

評価を通じて利用者の希望する生活や利用者が自立した日常生活壱

るよう支援する上で解決すべき課題等の把握(以下｢アセスメント

う｡

⑥ 相談支援専門員は､アセスメントの実施に当たっては､利用者の

利用者及びその家族に面接する｡この場合において､相談支援専P･

旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し､理解を得る｡

⑦ 相談支援専門員は､利用者についてのアセスメントに基づき､竺

指定障害福祉サービス等又は指定地域相談支援が提供される体制壱

アセスメントにより把握された解決すべき課題等に対応するため♂

サービス等の組合せについて検討し､利用者及びその家族の生活らこ

合的な援助の方針､生活全般の解決すべき課題､提供される福祉う

及びその達成時期､福祉サービス等の種類､内容､量､福祉サーt

での留意事項､厚生労働省令で定める期間に係る提案等を記載し宍

計画案を作成する｡

⑧ 相談支援専門員は､サービス等利用計画案に位置付けた福祉サー

介護給付費等の対象となるかどうかを区分した上で､当該サービフ

内容について､利用者又はその家族に対して説明し､文書により手

得る｡

⑨ 相談支援専門員は､サービス等利用計画案を作成した際には､当

用計画案を利用者等に交付する｡

⑲ 相談支援専門員は､支給決定又は地域相談支援給付決定が行わオ

害福祉サービス事業者等､指定一般相談支援事業者その他の者と♂

うとともに､サービス担当者会議の開催等により､当該サービス空



① 相談支援専門員は､サービス等利用計画の作成後､サービス等和

況の把握(利用者についての継続的な評価を含む｡(以下｢モニタリ

を行い､必要に応じてサービス等利用計画の変更､福祉サービス等

等との連絡調整その他の便宜の提供を行うとともに､新たな支給辣

支援給付決定が必要であると認められる場合には､利用者等に対し

地域相談支援給付決定に係る申請の勧奨を行う｡

② 相談支援専門員は､モニタリングに当たっては､利用者及びそ¢

ビス等の事業を行う者等との連絡を継続的に行うこととし､厚生実

間ごとに居宅等を訪問し､利用者等に面接するほか､その結果を記

③ 前項第1号から第7号及び第10号から第12号までの規定は､う

画の変更について準用する｡

④ 相談支援専門員は､適切な福祉サービス等が総合的かつ効率的に

においても､利用者がその居宅において日常生活を営むことが困労

る場合又は利用者が指定障害者支援施設等への入院又は入所を希望

指定障害者支援施設等への紹介その他の便宜の提供を行う｡

⑤ 相談支援専門員は､指定障害者支援施設､精神科病院等から退陣

とする利用者又はその家族から依頼があった場合には､居宅にお古二

移行できるよう､あらかじめ､必要な情報の提供及び助言を行う等

(利用者等から受領する費用の額等)

第8条 事業所は､法定代理受簡を行わない指定計画相談支援を提供

談支援対象障害者等から､厚生労働省が定める費用の額の支払を受ら

2 事業所は､前項の支払を受ける額のほか､計画相談支援対象障害

通常の事業の実施地域以外の地域の居宅等を訪問して指定計画相談

合は､それに要した交通費の実費の支払を計画相談支援対象障害者

とができる｡なお､事業所の自動車を使用した場合の交通費は次の

ができる｡

① 事業所から､片道概ねOkm未満

② 事業所から､片道概ねOkm以上

3 事業所は､前二項の費用の支払を受けた場合は､当該費用に係る肇



(苦情解決)

第10条 提供した指定計画相談支援又はサービス等利用計画に位置乍

ス等に関する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために､芋

めの窓口を設置する｡

2 前項の苦情を受けた場合には､当該苦情の内容等を記録する｡

3 事業所は､提供した指定計画相談支援に関し､法の定めるところに

行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令ヌ

の質問若しくは事業所の設備､帳簿書類その他の物件の検査に応じ､

その家族からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに､

導又は助言を受けた場合は､当該指導又は助言に従って必要な改善を

4 事業所は､提供した指定計画相談支援に関し､法の定めるところらこ

知事が行う報告若しくは指定計画相談支援の提供の記録､帳簿書類ぞ

出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問に応じ､及び利用者う

の苦情に関して都道府県知事が行う調査に協力するとともに､都道席

又は助言を受けた場合は､当該指導又は助言に従って必要な改善を行

5 事業所は､社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が同法う

より行う調査又はあっせんにできる限り協力する｡

(虐待の防止のための措置に関する事項)

第11条 事業所は､利用者等の人権の擁護､虐待の防止等のため､!

を行うとともに､従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずる｡

(その他運営に関する重要事項)

第12条 事業所は､従業者の資質向上のため研修(前条に規定する手

擁護､虐待の防止等の内容を含む｡)の機会を次のとおり設け､また､

する｡

① 採用時研修 採用後○ヶ月以内

② 継続研修 年○回

2 従業者は､正当な理由がなく､その業務上知り得た利用者又はそ♂



① 福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に関する記録

② 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した相談支援台帳

イ サービス等利用計画案及びサービス等利用計画

ロ アセスメントの記録

ハ サービス担当者会議等の記録

- モニタリングの結果の記録

③ 市町村への通知に係る記録

④ 苦情の内容等の記録

⑤ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

7 この規程に定める事項のほか､運営に関する重要事項は00法人

理者との協議に基づいて定めるものとする｡

附則

この規程は､平成24年○月1日から施行する｡

○指定障害児相談支援事業

運 営 規 程

000事業所運営規程

(事業の目的)

第2条 00法人00が開設する0000(以下｢事業所｣という｡)カ

(以下｢法｣という｡)に基づく指定障害児相談支援事業(以下｢事業

正な運営を確保するために人員及び管理運営に関することを定め､事;

障害児通所支援を利用する障害児(以下｢利用者｣という｡)又は利月

し､適正な指定障害児相談支援を提供することを目的とする｡

(運営の方針)

第2条 この事業所が実施する事業は､利用者又は利用者の保護者(ぢ



5 事業の実施にあっては､障害児適所支援事業を行う者等との連携遠

いて必要な社会資源の改善及び開発に努める｡

6 事業の実施にあっては､自らその提供する指定障害児相談支援の吾

その改善を図る｡

7 事業の実施にあたっては､前6項の他､関係法令等を遵守する｡

(事業所の名称等)

第3条 事業を行う事業所の名称及び所在地は､次のとおり-とする｡

1 名称

2 所在地

(従業者の職種､員数及び職務内容)

第6条 事業所に勤務する従業者の職種､員数及び職務内容は次のとお

1 管理者 1名(常勤職員)

管理者は､事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うと

の従業者に対し法令等を遵守させるために必要な指揮命令を行う｡

2 相談支援専門員 ○名(常勤職員)

相談支援専門員は､基本相談支援(障害者自立支援法に規定する羞

う｡以下同じ)に関する業務および障害児支援利用計画の作成に関す

3 事務職員 ○名 (常勤職員 ○名､非常勤職員 ○名)

事務職員は､事業所運営に必要な事務を行う｡

(営業日及び営業時間等)

第7条 事業所の営業日及び営業時間等は､次のとおりとする｡

1 営業日

2 営業時間

3 年間の休日

(主たる対象とする障害の種類)☆主たる対象者の特定内容に応じて記載｡

第6条 事業所は､主たる対象者を以下のとおりとする｡



2 指定障害児相談支援における指定障害児支援利用援助の方針は､

る基本方針及び前項に規定する方針に基づき､次の各号に掲げると

とする｡

① 相談支援専門員は､障害児支援利用計画の作成に当たっては､

を踏まえて作成するように努める｡

② 相談支援専門員は､障害児支援利用計画の作成に当たっては､

た日常生活の支援を効果的に行うため､利用者の心身又は家族の

継続的かつ計画的に適切な福祉サ∵ビス等の利用が行われるよう

③ 相談支援専門員は､障害児支援利用計画の作成に当たっては､

活全般を支援する観点から､指定適所支援に加えて､指定適所支

-ビス等の利用も含めて障害児支援利用計画上に位置付けるよう

④ 相談支援専門員は､障害児支援利用計画の作成に当たっては､

サービスの選択に資するよう､当該地域における指定障害児適所

関するサービスの内容､利用料等の情報を適正に利用者又はその

供するものとする｡

⑤ 相談支援専門員は､障害児支援利用計画の作成に当たっては､適

利用者について､その心身の状況､置かれている環境及び日常生再

評価を通じて利用者の希望する生活や利用者が自立した日常生活壱

るよう支援する上で解決すべき課題等の把握(以下｢アセスメント

う｡

⑥ 相談支援専門員は､アセスメントの実施に当たっては､利用者♂

利用者及びその家族に面接する｡この場合において､相談支援専Pl

旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し､理解を得る｡

⑦ 相談支援専門員は､利用者についてのアセスメントに基づき､当

指定適所支援が提供される体制を勘案して､当該アセスメントにヨ

決すべき課題等に対応するための最も適切な福祉サービス等の組f

し､利用者及びその家族の生活に対する意向､総合的な援助の方金

決すべき課題､提供される福祉サービス等の目標及びその達成時舅

等の種類､内容､量､福祉サービスを提供する上での留意事項､巧

める期間に係る提案等を記載した障害児支援利用計画案を作成する



る｡

⑪ 相談支援専門員は､前号の担当者から専門的な見地からの意見を

援利用計画案の内容について､利用者又はその家族に対して説明し

用者等の同意を得る｡

⑫ 相談支援専門員は､障害児支援利用計画を作成した際には､当該

計画を利用者等及び第10号のサービス担当者会議に出席した担当孝

3 指定障害児相談支援における指定継続障害児利用援助の方針は第2

本方針及び前二項に規定する方針に基づき､次の各号に掲げるとこそ

る｡

① 相談支援専門員は､障害児支援利用計画の作成後､障害児支援禾I

況の把握(利用者についての継続的な評価を含む｡(以下｢モニタリ

を行い､必要に応じて障害児支援利用計画の変更､福祉サービス等

等との連絡調整その他の便宜の提供を行うとともに､新たな適所霜

あると認められる場合には､利用者等に対し､適所給付決定に係ぞ

う｡

② 相談支援専門員は､モニタリングに当たっては､利用者及びそグ

ビス等の事業を行う者等との連絡を継続的に行うこととし､厚生学

問ごとに居宅を訪問し､利用者等に面接するほか､その結果を記録

③ 前項第1号から第7号及び第10号から第12号までの規定は､匝

画の変更について準用する｡

④ 相談支援専門員は､適切な福祉サービス等が総合的かつ効率的∈こ

においても､利用者がその居宅において日常生活を営むことが困莫

る場合又は利用者が指定障害児入所施設等への入院又は入所を希彗

指定障害児入所施設等への紹介その他の便宜の提供を行う｡

⑤ 相談支援専門員は､指定障害児入所施設等から退院又は退所し｣

又はその家族から依頼があった場合には､居宅における生活へ円副

う､あらかじめ､必要な情報の提供及び助言を行う等の援助を行う

(利用者等から受領する費用の額等)

第8条 事業所は､法定代理受領を行わない指定障害児相談支援を提イ



4 事業所は､第二項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては､

害児相談支援対象保護者に対し､当該サービスの内容及び費用につし

障害児相談支援対象保護者の同意を得なければならない｡

(通常の事業の実施地域)

第9条 通常の事業の実施地域は次のとおりとする｡

○市全域

△町全域

r注;市町村C7-ノ･部とする場合は､その町名まで記載することj

(苦情解決)

第10条 提供した障害児相談支援又は障害児支援利用計画に位置付り

等に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応すぞ

受付けるための窓口を設置する｡

2 前項の苦情を受けた場合には､当該苦情の内容等を記録する｡

3 事業所は､提供した指定障害児相談支援に関し､法の定めるとこぞ

が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命ギ

らの質問若しくは事業所の設備､帳簿書類その他の物件の検査に応し

はその家族からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともらこ

指導又は助言を受けた場合は､当該指導又は助言に従って必要な改善

4 事業所は､提供した指定障害児相談支援に閲し､法の定めるとこぞ

県知事が行う報告若しくは指定障害児相談支援の提供の記録､帳簿∃

の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問に応じ､及び利月

からの苦情に関して都道府県知事が行う調査に協力するとともに､名

指導又は助言を受けた場合は､当該指導又は助言に従って必要な改善

5 事業所は､社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が同法う

より行う調査又はあっせんにできる限り協力する｡

(虐待の防止のための措置に関する事項)

第11条 事業所は､利用者等の人権の擁護､虐待の防止等のため､



3 従業者であった者に､業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を､

契約の内容とする｡

4 事業所は､サービス担当者会議等において､利用者又はその家族グ

る場合は､あらかじめ文書により当該利用者又はその家族の同意を得

5 事業所は､従業者､設備･備品及び会計に関する諸記録を整備すぞ

記録を完結の日から5年間保存する｡

6 事業所は､利用者等に対する指定障害児相談支援の提供に関する汐

整理し当該指定障害児相談支援を提供した目から5年間保存する｡

⑥ 福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に画する記録

⑦ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した相談支援台帳

イ 障害児支援利用計画案及び障害児支援利用計画

ロ アセスメントの記録

ハ サービス担当者会議等の記録

ニ モニタリングの結果の記録

⑧ 市町村への通知に係る記録

⑨ 苦情の内容等の記録

⑲ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

7 この規程に定める事項のほか､運営に関する重要事項は00法人(

理者との協議に基づいて定めるものとする｡

附則

この規程は､平成24年○月1日から施行する｡
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申請様式



障害者自立支援法に基づく事業者指定の申請に係る書芙

(指定特定相談支援事業･指定障害児相談支援事業

事業所の名称 所在地 新発田市

※｢申請者確認欄｣の該当欄に｢O｣を付し､添付書類等に漏れがないよう確認し

申請書及び添付書類 申請者確認欄

指定申請書

指定に係る記載事項

申請者の定款､寄付行為､条例(公設の場合)等

登記事項証明書

事業所の平面図

備品等一覧表

事業所の内外の写真

案内図又は位置図

経歴書

実務経験証明書

実績経験見込証明書

運営規程

地域定着支援･地域移行支援を担当する者の経歴書

運営規程

利用者からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

主たる対象者を特定する理由等

勤務の体制及び勤務形態一覧

組織体制図

損害賠償への対応が可能であることがわかる書類

36条第3号各項非該当誓約書

役員等名簿

資産(財産)の状況

事業所の不動登記簿謄本又は賃貸借契約書の写し



(様式第1号)

新発田市長

琵墓誌墓望慧嘉望諾芸所指定中請書
様

申請者 所在地

(設置者) 名 称

代表者

障害者自立支援法に規定する指定特定相談支援事業所及び児童福祉法に規定する指

係る指定を受けたいので､下記のとおり､関係書′類を添えて申請します｡

フ リ カ

名 称

申
請
者
(
設
置
者
)

主たる事務所の所在地

(郵便番号

県 郡･市
■■---■■-■-■■■■■■-■--■-■一-■-一一●■--■--■●-■-■-■一一一---------●-一一-■---------一一--------■--■--■--■■--●■-■■-■

法人である場合その種別 法人所轄庁

連絡先 電話番号 FAX番号

フリ ガ ナ

代表者の職･氏名 職 名
氏 名

代表者の住所 県 郡■市
一■■一-●--■-■■一-■一一■--■---■-■-■一■■■----一一一一--一-----■--■--------一--一一一■-■一■一一一---一●-■----

フリ ガ ナ

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る

事
業
の
種
類

名 称

(郵便番号

事業所の所在地 県 都■市
-■一■■-■-一一一■■■-一一■■-======丁!===こ===■一一…=====ニニ=こ==-===;=======丁!亡!!=ご=,!≡!→-■M■■

事業の種類
指定中訝をする事業の

i事業開始予定年月日

特定相談支援事業

障害児相談支援事業

事業所番号 卜 ‡ ‡ 王
I I I

l l･ I 指定年月日

既に地域相談支捷事美(地域移行支援) の指定を受けている場合は記載してください｡

事業所番号 l ●l 1

1 1 I

l l

●
1

1 1 l
I l l

l l I
指定年月日

既に地域相談支援事菓(地域定着支援) の指定を受けている場合は記載してください｡

事業所番号 ; ‡ ‡ ;
l l 1

1 I l l I l 指定年月日

l l l 暮 I l



付表 指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所の指定にセ

所在地
(郵便番号

県 郡一市

連絡先 電話番号

当該事業について定めてある定款･寄付行為等の条文 第 条 第

(郵便番号

生年月日

当該事業所における相談支援専門員との兼轟の有無

他の事業所又は施設の従業者との兼務(以下､有の場合記載)

事業所の名称 兼務する職種

事業の種類 勤務時間

相談支援専門員

従
事
者
の
職
種
･

員数

(
人
)

常勤(人)

非常勤(人)

常勤換算後の人数(人)

他の事業所又は施設の従業者との兼務(有の湧合､別紙に記載)

稔

具の合

体実的

肘鹿な

な体相

方制談

法の支

援

事業の主たる対象とする障害の

種類の定めの有無

主た愚対象としていない者への
対応体制

医療機関や行政との
連携体制

計画的な研修又は当該事業所に

おける事例の検討等を行う体制

営業日

主
な
掲
示
事

営業時間

主たる対象者 特定無し･身体障害者･知的障害者

その他の費用



別系氏 他の事業所又は施設の従事者と兼務する相談支援専門員

他の事業所又は施設の従業者と兼務する相談支援専門員を全て記載し

氏 名 事業所の名称

事業の種類

勤務時間

事業所の名称

事業の種類

勤務時間

事業所の名称

事業の種類

勤務時間

事業所の名称

事業の種類

勤務時間

事業所の名称

事業の種類

氏名 勤務時間





(参考様式2)

備品等一覧表
事業所名(

設けられている室名 備品の品目及び数量



(参考様式3)
000経歴書

事 業 所 の 名 称

フリガナ

氏 名

住 所
(郵便番号 )

主な職歴等

～~年
月 勤務先等

に関連する資格
資格取得年

備考(研修等の 受講の状況等)



(参考様式4)

実務経験証明書

平成 年

施設又は事業所所在地及び名称

代表者氏名

電話番号

下記の者の実務経験は､以下のとおり､であることを証明します｡

氏 名 (生年月日

現 住 所

施設又は事業所名

施設･事業所の種別(

業 務 期 間
年 月 日～ 年 月 日(

うち業務に従事した日数

業 務 内 容



(参考様式5)

実務経験見込証明

平成 年

施設又は事業所所在地及び名称

代表者氏名

電話番号

下記の者の実務経験は､以下のとおりであることを証明します｡

氏 名 (生年月日

現 住 所

施設又は事業所名

施設･事業所の種別(

業 務 期 間
年 月 日～ 年 月 日(

うち業務に従事した日数

業 務 内 容



(参考様式6)

利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措

措 置 の

1利用者又はその家族からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口(連絡先)､

2 円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制･手順

※具体的な対応方針

3 その他参考事項



(参考様式7)

主たる対象者を特定する理由等

事 業 所 名

1 主たる対象者 ※該当するものを○で囲むこと｡

身体障害者(肢体不自由 ■ 視覚 t 聴覚言語･内部β

知的障害者･精神障害者･障害児(

※ 障害児について障害種別を特定している場合は､括弧内に記載｡

2 主たる対象者を1のとおり特定する理由`

3 今後における主たる対象者の拡充の予定

(1)拡充予定の有無

あり 暮 なし′



(参考様式8)

指定特定相談支援事業者の指定に係る

平成

新発田市長

申請者 所在地

名 称

代表者 住 所

氏 名

当法人(別紙に記載する役員等を含む｡)は､下記に掲げる障害者自立

第2項において準用する同法第36条第3項(第4号､第10号及び第1

のいずれたも該当しないことを誓約します｡
●

記

【障害者自立支援法第36条第3項(第4号､第10号及び第13号を除く0)(

2同≡警謂遠望豊慧諾慧諾悪霊雷t三雲誌溜章二要語雷雲王墓警霊望芳志誓書警霊…
き｡

3 申請者が､第五十一条の二十四第二項の厚生労働省令で定める指定計画相談支援の事業の運乳

特定相談支援事業の運営をすることができないと認められるとき｡

5れヲ雪雲宗旨童謡苛子笠認琵雷雲雷雲誓書嘉左官慧慧妄警詣誓慧諾書㌘定めるものの規:

6九芸竺芸乱苧誌至芸謡芝至苛講霊詣誓監チ書慧孟宗言霊昌宏詣芸警諾墓誌
消された看が法人である場合において軋当襲取消しの処分に係る行政手続法(平成五年法律第一

よる通知があった日南六十日以内に当該法人の役員又はその特定相談支援事業所を管理する著そ一

(以下r役員等jという｡)であった看で当該取消しの日から起算して五年を接遇しないものを･

た暑が法人でない場合においては､当該通知があった日南六十日以内に当簸者の管理者であったこ

して五年を経過しないものを含む-)であるとき¢ただし､･当該指定の取消しが､指定特定相艶
七第一項第一号に規定する指定特定相談支援事業者をいう｡以下この項においで同じ｡)の指定･
消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定特定相談支援事鼻
についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定特定相談支援事業者が有していた責任･

文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚

7該謂書諾誓書望隻語芸孟吾､(芸苧亨諾詣雲霞墓室詣墨書宣誓詣毘たぁゝ琵琶写
(以下この号において｢申請者の親会社等｣という○)･申請者の親会社等が株式の所有その他

質的に支配し､若しくはその事薫に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定め
の所有その他の事由を通じてその事薫を実質的に支配し､若しくはその事業に重要な影響を与え
他省舎で定めるもののうち､当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法人をいう



(参考様式9)

指定障害児相談支援事業者の指定に係々

平成

新発田市長 様

申請者 所在地

名 称

代表者 住

氏

所
名

当法人(別紙に記載する役員等を含む｡)は､下記に掲げる児童福祉法

において準用する同法第21条の5の15第2項(第4号､第11号及び

規定のいずれにも該当しないことを誓約します｡
l

記

【児童福祉法第21条の5の15第2項(第4号､第11号及び第14号を除く｡

1 申請者が法人でないとき｡

2 当該申請に係る障害児相談支援事業所(第二十四条の二十八第一項に規定する障害児相談支援弓

おいて同じ｡)の従業者の知識及び技能畢びに人員が､第二十四条の三十一第一項の厚生労働省雫
ないとき｡

3 申請者が､第二十四条の三十一第二項の厚生労働省令で定める指定障害児相談支援の事業の運賃

な障害児相談支援事業の運営をすることができないと認められるとき｡

5 申請者又は申請者の役員等が､この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政弓

罰金のま剛こ処せられ､その執行を終わり､又は執行を受けることがなくなるまでの看であるとき｡

6 申請者が､第二十四条の三十大の規定により指定を取り消され､その取消しの日から起算して王

定を取り消された暑が法人である壕合においては､当該取消しの処分に係る行政手続法(平成五卑

の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員又はその陣育児相談支援事業所を管窄
る使用人(以下こ¢条及び第二十→条の五の二十三第一項第十一号において｢役員等jという｡)

日かケ起算して五年を経過しないものを含み､当該指定を取り沸された者が法人でない壕含におし
前六十日以内に当該者の管理者であった看で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの召

し､当該指定の取消しが､揖定障害児相談支援事業者(第二十四条の二十大事一項第一号に規定う
者をいう｡以下この項において同じ｡)の指定の取窮しのうち当該指定の取消しの処分の理由と毛

生を防止するための当該指定障害児相談支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の増

て当該指定障害児相談支援事業者が有していた責任の程度を考慮して､この号本文に規定する指扇
とすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く

7 申請者と密接な関係を有する者(申請者(法人に限る｡以下この号において同じ｡)の株式の再
該申請者の事業を臭質的に支配し､若しくはその事薫に重要な影響を与える関係にある者として月

(以下この号においてr申請者の親会社等｣という｡)､申請者の親会社等が株式の所有その他¢
質的に支配し､若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある看として厚生労働省令で定め眉

の所有その他の事由を通じてその事菓を実質的に支配し､若しくはその事業に重要な影響を与え裾
働省令で定めるもののうち､当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法人をいう｡

､の規定により指定を取り消され､その取消しの日から起算して五年を経過していないとき∧ ただL



(参考様式10)

役員等名 簿

申請者(法人)名 (

(ふりがな)

氏 名

生年月日 住 所

役職名



参考資料



1各事業者に関する法令(注:法令の条文は､改正法施行(H24.4.1)以降)

(1)指定特定相談支援事業者【障害者自立支援法】

① 責 務

(指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者の責務)

第51条の22 指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者(以下

者｣という｡)は､障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

公共職業安定所その他の職業1｣ハビリテーションの措置を実施する機関､教

機関との緊密な連携を図りつつ､

情に応じ､ 効果的に行うように努めなければならない｡

適性､障

2 指定相談支援事業者は､その提供する相談支援の質の評価を行うことその

により､ らない｡

3 指定相談支援事業者は､障害者等の人格を尊重するとともに､

命令を遵守し､

この法律

しなければならない｡

② 事業の基準

(指定計画相談支援の事業の基準)

第51条の24 指定特定相談支援事業者は､当該指定に係る特定相談支援彗

働省令で定める基準に従い､当該指定計画相談支援に従事する従業者を有【

2 指定特定相談支援事業者は､厚生労働省令で定める指定計画相談支援の享

準に従い､指定計画相談支援を提供しなければならない｡

3 指定特定相談支援事業者は､次条第四項の規定による事業の廃止又は休止

当該届出の日前一月以内に当該指定計画相談支援を受けていた着であって､

休止の日以後においても引き続き当該指定計画相談支援に相当するサービ

者に対し､必要な計画相談支援が継続的に提供されるよう､他の指定特定耗

関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない｡

③ 変更の届出等

第51条の25 指定一般相談支援事業者は､当該指定に係る一般相談支援≡

地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき､又は休止した当言

事業を再開したときは､厚生労働省令で定めるところにより､十日以内に､



④ 指定の更新

(指定の更新)

第51条の21 第51条の14第1項の指定一般相談支援事業者及び第5

1号の指定特定相談支援事業者の指定は､六年ごとにそれらの更新を受けな

経過によって､それらの効力を失う｡

2 第41条第2項及び第3項並びに前二条の規定は､前項の指定の更新につ

場合において､必要な技術的読替えは､政令で定める｡

⑤ 報告等

(報告等)

第51条の27 都道府県知事又は市町村長は､必要があると認めるときは､

業者若しくは指定一般相談支援事業者であった者若しくは当該指定に係る･

の従業者であった者(以下この項において｢指定一般相談支援事業者であこ

に対し､報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ､指

者若しくは当該指定に係る一般相談支援事業所の従業者若しくは指定一般

った者等に対し出頭を求め､又は当該職員に関係者に対して質問させ､若し

談支援事業者の当該指定に係る一般相談支援事業所､事務所その他当該指定

に関係のある場所に立ら入り､その設備若しくは帳簿書類その他の物件を積

る｡

2 市町村長は､必要があると認めるときは､指定特定相談支援事業者若しく

事業者であった者若しくは当該指定に係る特定相談支援事業所の従業者で∃

において｢指定特定相談支援事業者であった者等｣という｡)に対し､報告

の他の物件の提出若し<は提示を命じ､指定特定相談支援事業者若しくは彗

談支援事業所の従業者若し<は指定特定相談支援事業者であった者等に対t

該職員に関係者に対して質問させ､若しくは当該指定特定相談支援事業者α

相談支援事業所､事務所その他当該指定計画相談支援の事業に関係のある鰯

設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる｡

3 第9条第2項の規定は前2項の規定による質問又は検査について､同条等

の規定による権限について準用する｡



三 第五十一条の二十三第三項に規定する便宜の提供を適正に行っていなt

供を適正に行うこと｡

2 市町村長は､指定特定相談支援事業者が､次の各号に掲げる場合に該当召

当該指定特定相談支援事業者に対し､期限を定めて､当該各号に定める措置

告することができる｡

一 当該指定に係る特定相談支援事業所の従業者の知識若しくは技能又は.

条の24第1項の厚生労働省令で定める基準に適合していない場合当該;

二 第51条の24第2項の厚生労働省令で定める指定計画相談支援の事

準に従って適正な指定計画相談支援の事業の運営をしていない場合当該･

三 第51条の24第3項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場`

適正に行うこと｡

3 都道府県知事は､第一項の規定による勧告をした場合において､市町村長

る勧告をした場合において､その勧告を受けた指定相談支援事業者が､前二

従わなかったときは､その旨を公表することができる｡

4 都道府県知事は､第一項の規定による勧告を受けた指定一般相談支援事業

なくてその勧告に係る措置をとらなかったとき､市町村長は､第二項の規定

指定特定相談支援事業者が､正当な理由がなくてその勧告に係る措置をと∈

該指定相談支援事業者に対し､期限を定めて､その勧告に係る措置をとるべ

ができる｡

5 都道府県知事又は市町村長は､前項の規定による命令をしたときは､そ∝

ならない｡

6 市町村は､地域相談支援給付費の支給に係る指定地域相談支援を行った指

者について､第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときに

に係る一般相談支援事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならフ

⑦ 指定の取消し

(指定の取消し等)

第51条の29 都道府県知事は､次の各号のいずれかに該当する場合におし

相談支援事業者に係る第51条の14第1項の指定を取り消し､又は期間を

部若しくは一部の効力を停止することができる｡



六 指定一般相談支援事業者が､第五十一条の二十七第一項の規定により報

他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず､又は虚偽の報壬

七 指定一般相談支援事業者又は当該指定に係る一般相談支援事業所の従業

7第1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず､同項の規定によ

せず､若しくは虚偽の答弁をし､又は同項の規定による検査を拒み､妨

たとき｡ただし､当該指定に係る一般相談支援事業所の従業者がその行

て､その行為を防止するため､当該指定一般相談支援事業者が相当の注

たときを除く｡

ハ 指定一般相談支援事業者が､不正の手矧こより第51条の14第1項β

九 前各号に掲げる場合のほか､指定一般相談支援事業者が､この法律その

る法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分l.

十 前各号に掲げる場合のほか､指定一般相談支援事業者が､地域相談支援

く不当な行為をしたとき｡

十一 指定一般相談支援事業者の役員又はその一般相談支援事業所を管理

で定める使用人のうらに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効

するとき前五年以内に地域相談支援に閲し不正又は著しく不当な行為を1

2 市町村長は､次の各号のいずれかに該当する場合においては､当該指定特

係る第51条の17第1項第1号の指定を取り消し､又は期間を定めてその

一部の効力を停止することができる｡

一 指定特定相談支援事業者が､第51条の20第2項において準用する箋

又は第12号のいずれかに該当するに至ったとき｡

二 指定特定相談支援事業者が､第51条の22第3項の規定に違反したJ

三 指定特定相談支援事業者が､当該指定に係る特定相談支援事業所の従業

能又は人員について､第51条の24第1項の厚生労働省令で定める塞

きなくなったとき｡

四 指定特定相談支援事業者が､第51条の24第2項の厚生矧動省令で建

援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定計画相談支援の事業C

きなくなったとき｡

五 計画相談支援給付費の請求に閲し不正があったとき｡

六 指定特定相談支援事業者が､第五十一条の二十七第二項の規定により蔀



る法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分l.

十 前各号に掲げる場合のほか､指定特定相談支援事業者が､計画相談支援

く不当な行為をしたとき｡

十一 指定特定相談支援事業者の役員又はその特定相談支援事業所を管理

で定める使用人のうらに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効

するとき前五年以内に計画相談支援に閲し不正又は著しく不当な行為を1

3 市町村は､地域相談支援給付費の支給に係る指定地域相談支援を行った指

者について､第一項各号のいずれかに該当すると認めるときは､その旨を当

談支援事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない｡

⑧ 公示

(公示)

第五十一条の三十都道府県知事は､次に掲げる場合には､その旨を公示しなl

- 第51条の14第1項の指定一般相談支援事業者の指定をしたとき｡

二 第51条の25第2項の規定による事業の廃止の届出があったとき｡

≡ 前条第1項の規定により指定一般相談支援事業者の指定を取り消した

2 市町村長は､次に掲げる場合には､その旨を公示しなければならない｡

-

第51条の17第1項第1写の指定特定相談支援事業者の指定をした

二 第51条の25第4項の規定による事業の廃止の届出があったとき｡

三 前条第2項の規定により指定特定相談支援事業者の指定を取り消した

⑨ 業務管理体制の整備等

箋51条の31 指定相談支援事業者は､第51条の22第3項に規定する妻

るよう､厚生矧動省令で定める基準に従い､業務管理体制を整備しなけれ【

2 指定相談支援事業者は､次の各号に掲げる区分に応じ､当該各号に定め毒

省令で定めるところにより､業務管理体制の整備に関する事項を届け出なf

一

次号及び第三号に掲げる指定相談支援事業者以外の指定相談支援事業三

二 特定相談支援事業のみを行う指定特定相談支援事業者であって､当該‡∈

の市町村の区域に所在するもの市町村長

三 当該指定に係る事業所が二以上の都道府県の区域に所在する指定相言彰



ものとする｡

(2)指定障害児相談支援事業者【児童福祉法】

ア 責 務

第24条の30 指定障害児相談支援事業者は､障害児が自立した日常生活又

とができるよう､行政機関､教育機関その他の関係機関との緊密な連携を図

支援を当該障害児の意向､適性､障害の特性その他の事情に応じ､効果的に

ればならない｡

② 指定障害児相談支援事業者は､その提供する障害児相談支援の質の評価を

置を講ずることにより､障害児相談支援の質の向上に努めなければならなし

③ 指定障害児相談支援事業者は､障害児の人格を尊重するとともに､この法

づく命令を遵守し､障害児及びその保護者のため忠実にその職務を遂行し左

イ 事業の基準

第24条の31 指定障害児相談支援事業者は､当該指定に係る障害児相談壬

生矧動省令で定める基準に従い､当該指定障害児相談支援に従事する従業壱

ない｡

② 指定障害児相談支援事業者は､厚生矧動省令で定める指定障害児相談支援

る基準に従い､指定障害児相談支援を提供しなければならない｡

③ 指定障害児相談支援事業者は､次条第二項の規定による事業の廃止又は休

は､当該届出の目前一月以内に当該指定障害児相談支援を受けていた者で透

止又は休止の目以後においても引き続き当該指定障害児相談支援に相当す

する者に対し､必要な障害児相談支援が継続的に提供されるよう､他の指定

書その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない｡

ウ 変更の届出等

第24条の32 指定障害児相談支援事業者は､当該指定に係る障害児相談

所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき､又は休止し

支援の事業を再開したときは､厚生労働省令で定めるところにより､10

町村長に届け出なければならない｡



③ 前項の場合において､指定の更新がされたときは､その指定の有効期間は

期間の満了の日の翌日から起算するものとする｡

④ 前条の規定は､第一項の指定の更新について準用する｡この場合において

えは､政令で定める｡

オ 報告等

第24条の34 市町村長は､必要があると認めるときは､指定障害児相談支

定障害児相談支援事業者であった者若しくは当該指定に係る障害児相談支

あった者(以下この項において｢指定障害児相談支援事業者であった者等｣

報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ､指定障害児

くは当該指定に係る障害児相談支援事業所の従業者若しくは指定障害児相

た者等に対し出頭を求め､又は当該職員に､関係者に対し質問させ､若しく

談支援事業者の当該指定に係る障害児相談支援事業所､事務所その他指定障

に関係のある場所に立ら入り､その設備若しくは帳簿書類その他の物件を積

る｡

② 第21条の5の21第2項の規定は前項の規定による質問又は検査につし

定は前項の規定による権限について準用する｡

力 勧告､命令等

第24条の35 市町村長は､指定障害児相談支援事業者が､次の各号に掲口

認めるときは､当該指定障害児相談支援事業者に対し､期限を定めて､当該

とるべきことを勧告することができる｡

一 当該指定に係る障害児相談支援事業所の従業者の知識若しくは技能又

4条の31舅1項の厚生う引動省令で定める基準に適合していない場合当

と｡

二 第24条の31第2項の厚生労働省令で定める指定障害児相談支援の

基準に従って適正な指定障害児相談支援の事業の運営をしていない場合

こと｡

三 第二十四条の三十一第≡項に規定する便宜の提供を適正に行っていな

供を適正に行うこと｡



の全部若しくは一部の効力を停止することができる｡

一

指定障害児相談支援事業者又はその役員若しくは当該指定に係る障害!

管理する者その他の政令で定める使用人(第11号において｢役員等｣と

条の28第2項において準用する第21条の5の15第2項第4号､第

11号のいずれかに該当するに至ったとき｡

二 指定障害児相談支援事業者が､第24条の30第3項の規定に違反した

三 指定障害児相談支援事業者が､当該指定に係る障害児相談支援事業所の

は技能又は人員について､第24条の31第1項の厚生労働省令で定め

ができなくなったとき｡

四 指定障害児相談支援事業者が､第24条の31第2項の厚生矧動省令で

談支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定障害児相談支援の

とができなくなったとき｡

五 障害児相談支援給付費の請求に閲し不正があったとき｡

六 指定障害児相談支援事業者が､第24条の34第1項の規定により報告

の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず､又は虚偽の報告ヨ

セ 指定障害児相談支援事業者又は当該指定に係る障害児相談支援事業所β

の34第1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず､同項の規定

答弁せず､若しくは虚偽の答弁をし､又は同項の規定による立入り若し

げ､若しくは忌避したとき｡ただし､当該指定に係る障害児相談支援事

行為をした場合において､その行為を防止するため､当該指定障害児相

の注意及び監督を尽くしたときを除<｡

ハ 指定障害児相談支援事業者が､不正の手段により第24条の26第1項

たとき｡

九 前各号に掲げる場合のほか､指定障害児相談支援事業者が､この法律そ

する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処二

十 前各号に掲げる場合のほか､指定障害児相談支援事業者が､障害児相談

著しく不当な行為をしたとき｡

十一 指定障害児相談支援事業者の役員等のうらに指定の取消し又は指定

の効力の停止をしようとするとき前五年以内に障害児相談支援に閲し不

行為をした者があるとき｡



い｡

② 指定障害児相談支援事業者は､次の各号に掲げる区分に応じ､当該各号

厚生矧動省令で定めるところにより､業務管理体制の整備に関する事項･

らない｡

一 次号及び第3号に掲げる指定障害児相談支援事業者以外の指定障害J

道府県知事

二 指定障害児相談支援事業者であって､当該指定に係る障害児相談支一

村の区域に所在するもの市町村長

≡ 当該指定に係る障害児相談支援事業所が二以上の都道府県の区域に｡

相談支援事業者厚生矧動大臣

③ 前項の規定により届出をした指定障害児相談支援事業者は､その届け出

たときは､厚生矧動省令で定めるところにより､遅滞なく､その旨を当

働大臣､都道府県知事又は市町村長(以下この款において｢厚生矧動大巨

け出なければならない｡

④ 第2項の規定による届出をした指定障害児相談支援事業者は､同項各号

により､同項の規定により当該届出をした厚生矧動大臣等以外の厚生労

うときは､厚生労働省令で定めるところにより､その旨を当該届出をし

も届け出なければならない｡

⑤ 厚生矧動大臣等は､前3項の規定による届出が適正になされるよう､相

るものとする


